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 ＊・この研究は、2014年に発表した論文『日本農業の抱える諸問題の一考察・−減反政策と米の生産性
−』の農業の生産性に目を向けた際、その構想を得たものである。もちろん、初歩的なマクロ経済
学で示す実物経済と貨幣経済というコインの表裏を意識している。しかし、農業部面での金融は、種々
の特殊性を有している。一般の金融機関とこの機関とでは、現れる貸出、資金運用に違いが生じる。
本稿ではそれらの特徴を明示することを目的としている。もちろん、本稿に記したすべての責任は
筆者に帰するのは言うまでもない。
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［要約］
　本稿の目的は、郵政と比しても十分巨大で、最後の官主導の金融機関「農林中央金庫」の姿を詳
細に明示することにある。この機関は監督官庁が農林水産省と金融庁の二つであるが、その信用業
務について詳細に記した論文は少ない。東日本大震災で農・漁・林業の復興のための資金供給、あ
るいはTPP 1）による、米を除く農産物関税の実質上の撤廃など、農林水産業の取り巻く環境は大き
な変化の途上にある。単に競争力強化と言っても技術の進歩、生産性の向上、効率性を高めるには、
資金面の裏付けが必要となる。そういった役割のために「農林中央金庫」は作られているはずであ
るが、それを担う力を有しているのか、それが本稿執筆の契機となっている。
　結論から述べれば、この機関はJAグループ 2）の信用事業・共済事業の資金面でのつながりも深く、
一蓮托生の関係である。金融機関として見た場合、その保有する資金量からみて、貸出部面から見
たとき、機関の設立趣旨とはかなりかけ離れていることが分かる。更に、豊富な資金を金融資産に
振り向けているのであるが、その収益率も貸出利率と預金利息支払いの差の収益と比してそれほど
高くないことも確認できる。本稿の結論として、1985年に金融の国際化が始まり、メガバンクの改
革が終わり、地方銀行でも再編が進む中、この機関は組織再編も含めた抜本的な改革が待った無し
の事態であることが再認識されるであろう。
　金融機関の行員から見て、この機関を見たとき、金融の理想像である「資金調達し、進取の気性
に富む企業家に貸し出しているのか」という問いにはいささか疑問が残る。そして、同時に、この
機関は経済成長の揺籃としての責務を果たすという公器の役割を果たしていないと感じるかもしれ
ない。言い換えれば、この組織は、長期に亘り、全国の農協組織から潤沢な資金を調達でき、資金
運用で利益を獲得することが本来の目的であった。本稿ではそれらが制度上、業務上徹底され「旧
態依然」としたまま今日まで残ったことを示すだけかもしれない 3）。
はじめに
　農林中央金庫は、自行を日本の農業に関わる経済主体の組織である農協（農業協同組合：
JA（Japan・Agriculture・Co-operatives））、漁協（漁業協同組合：JF（Japan・Fisheries・Co-
operatives））、林組（林業協同組合：JForest:Japan・Forest・Co-operatives））で設立された
金融機関であると説明している・4）。
　金融庁監督の金融機関を想像して、農業に係わる主体のために、その機関は預金、ある
いは貸出が主として行われていると想定することは正しい理解とは言えない。詳しく、そ
の業態の形だけを述べれば、農業に携わる経済主体の組織自身がJAバンク、JFマリンバ
ンクを通じて組合員に預金、貸出を行う。つぎに、各組合はそこで余剰する資金分を農林
１）・TPPはTrans-Pacific・Strategic・Economic・Partnership・AgreementまたはTrans-Pacific・Partnership:
環太平洋戦略的経済連携協定）と言う。
２）・ディスクロージャー誌では、JAグループは、農業協同組合（JA）、漁業協同組合（JM）、林業組合（JF）
をまとめて述べた総称として、金融・共済事業ではJAバンクとJFマリンバンクというような形で表
記している。
３）・金融業界に勤める者の中には、農林中央金庫を金融機関として意識する人は非常に希有であろう
という話を伺った。この発言にはＪＡグループの金融の役割、政府の保護体質が農業分野の金融面
でも現れていることへの「無言」の批判を示しているのかもしれない。本稿では改革の是非につい
ての価値観を含む意見は排するよう意識して描くよう努めている。
４）・農林中央金庫のディスクロージャー誌より引用している。
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中央金庫に預け、貸出、運用を行っている。
　農林中央金庫では、農協、漁協、林組で信用・共済活動がなされた後、落ち穂拾いのご
とく資金を集め、貸出などで保有資産の運用を試みる。そこでは農・漁協、林組から預け
られた余剰資金を用いたので、すでに農・漁・林業向けの貸出のインセンティブは落ちて
いる。その結果、余剰資金は資金運用、すなわち投資信託などに向かい、これがこの機関
の収益の核となる・5）。
　日本の金融機関を分類して見たとき、農林中央金庫は特殊な機関ということができる。
まず、法律からすれば、他の金融機関と比して、存立の規範となる法律が違う。農林中央
金庫は「農林中央金庫法」によって、その存在が認められ、その法によってその行動が規
定される・6）。現実を見れば、郵政事業の金融部面の体裁と類似しているように見える・7）。
　詳細を見れば、農協では、金融事業はJAバンクという形で陽表的に現れる。市町村、
都道府県のJAの信用事業と金融業務の中で農林中央金庫で扱う部分は、JAバンク自身が
自ら調達した資金の一部を預け金と預金に振り分け農林中央金庫に貸与するのである。そ
して、その金額の規模がどのように決められているのかは、不明である。
　直接JAバンクが扱う資金が区分されて存在していることから分かることは、農林中央
金庫が、JAグループ組織の金融の信託部門に特化し、結果として、その金融の利益をJA
の各組織に配分しているのである。全国規模のJAグループで集めた資金の運用という面
で見れば、農・漁協、林組の投資銀行としての役割を担っていると考えて良い。
　農林中央金庫の発表した組織図からも分かるが、農・漁協、林組の金融部門が明確に組
織内に配置されている・8）。本稿では、平成12年（2009年）〜平成27年（2015年）までの農
林中央金庫［8］のディスクロージャー誌に記載された単体および連結決算データとその
資料の数値から、この金融機関の特徴をつまびらかにすることにした・9）。規模として日本
一の産業（協同組合）所有の銀行であり、通常の金融機関とは違った特性を示すことにな
るはずである。本稿はそれを明示することに努め、目的を果たすことにしたい。
５）・農林中央金庫の就職者の内訳を調査すれば、経済・経営学大学院の既卒者の採用者が多いことも、
その特徴として挙げられる。
６）・所管としては届け出先は二つ、農林水産庁と金融庁になっている。農・漁協、林組は、現行の郵
政グループと同様、形式上、農業の生産、販売、生活者の購買など携わる「商社」として役割と金融、
保険の業種が区分された形になっている。
７）・郵政の銀行部門については、郵便事業の局員の労働を借り受ける形で信用・共済部門のサービス
が提供されている。JAグループの場合には、現行ではすべてが同じ組織で行われている。その意味
で特殊な組織と言える。天尾［1］参照。
８）・農協と農林中央金庫の間で信用・共済（金融）事業で利益相反の事態が生じたとき、どのように
調整するのかということが、「農林中央金庫法」には細かく規定されている。
9）・平成20年度以降、大きくデータの種類を変更しており、それを過去の数値と連続した形にするこ
とが困難であった。これは今後の検討課題とした。
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１　農林中央金庫の外観　−コーポレーションデータの分析−
　まず、農林中央金庫［8］のディスクロージャー誌に記載された年次の企業データ（コー
ポレーションデータ・10））を用いて、この機関の外観について述べることにしよう・11）。
　この機関では、平成26年度の従業員数は約3500人で平均年俸は638万円であり、この金
融機関の行員の平均勤続年数は13年7ヶ月という値になっている。
1.1　農林中央金庫の収益と預金残高と貸出残高の現状
　まず、農林中央金庫という金融機関の全貌について説明を試みよう・12）。
　最初に農林中央金庫の経常収益と経常利益の状態について見ておくことにしよう（図１
−１参照）。平成20年度に経常利益が赤字に転落して、平成26年度では5000億円、経常収
益では1兆3000億円を記録している。
10）・コーポレーションデータという用語は、農林中央金庫のディスクロージャー誌に記していた名称
であるため、あえて使用した用語である。
11）・この章の数値データは、農林中央金庫のホームページで掲載された平成13年度（2001年度）〜平
成27年度（2015年度）のディスクロージャー誌から入手した。この発表は、農林中央金庫法にも規
定されていることに注意を喚起しておきたい。
12）・筆者の説明が適切な見解なのか、どうかについては、専門家の批判を十分検討し、長期間かけて
結論を得たいと考えている。
表１－１　農林中央金庫の従業員に係わるデーター
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　つぎに、この機関の預金残高と貸出金残高を見ておくことにしよう。平成26年度末で、
当機関は預金残高で約53.4兆円、貸出金残高で約20兆円であった（図１−２）。預金と貸
出に非常に大きな差のある金融機関であることが特徴と言える。また、経常収益、利益と
比して見た場合、預金と貸出規模から見て低位の利益に留まっていると言えよう。
　この機関で集めた預金をどのように運用しているのか、それを探ることが農林中央金庫
の特徴を探る要諦と言えよう。これは後に、資産、負債の保有状況の分析も含め、その特
徴を探るため連結決算データから考察することにした。
図１－１　農林中央金庫の経常収益と経常利益の変化（単体ベース）
図１－２　農林中央金庫の預金残高と貸出金残高の推移
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　ここで、まず、JAグループ内でどのように資金が流れ、それがどういう経緯で農林中
央金庫に集まるかを見ておく（図１−３参照）。
　この図１−３からも分かるように、市町村段階に存在する協同組合の金融部門とその上
部機関である都道府県段階に位置する信農連（信用農業組合連合会）のそれぞれの段階の
「系統預け金」が、最終的に農林中央金庫に「預金」として預けられている。これが資金
調達で重要な役割を担っている。また、農林中央金庫は農林債券（農林債）を発行するこ
とができる。この二つの資金調達に加え、JAグループの組織内からの預金もある。組合
金庫である以上、出資（出資口数：1口＝100円）も存在し、この機関は金銭信託も受けつ
つ、「農林債」の起債事業も行うことができる。このような複合的な部面を持って、この
金融機関の資金調達はなされている。
1.2　農林中央金庫の経営権はどこにあるのか
　　−組織の構成を見る−
　周知のように、この機関は会員の出資金により最初
の資金が調達され、運営されている。すなわち、法律上、
出資した者がこの機関の経営の決定権（議決権）を持
つことになる。農林中央金庫の普通出資会員数を示し
た表１−２をみても分かるように、出資会員で主要な
農協、漁協、林業の会員数は、容易に確認することが
できる。経営学でも議論となる経営権（この金融機関
図１－３　ＪＡグループ組織内での資金の流れと農林中央金庫（平成27年3月31日現在）
表１－２　農林中央金庫普通出資会員数
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図１－４A　農中金出資機関の出資比率（平成 14年度） 図１－４B　農中金出資機関の出資比率（平成 26年度）
の支配権）まで見るとき、これらの会員の中で誰が一番出資しているのか、それが議決権
行使の上で重要な視点となる。
　現在、農林中央金庫［8］の発表資料で、平成14年度と平成26年度の出資比率を見ると、
農業協同組合連合会が資金を圧倒的に出資した形になっている。そして、最近に至っては、
わずか3組合（農業協同組合と農業協同組合連合会と漁業協同組合連合会）でほぼ全額を
出資した形になっている（図１−４Ａと図１−４Ｂ参照）。
　以上の表１−２と図１−４Ａ、図１−４Ｂからも分かるように、農林中央金庫は都道府
県段階の農業協同組合連合会と漁協組合連合会で大部分出資された銀行なのである。その
両会の出資の支配力から見て、それらの出資機関が金融業務に強い影響力を及ぼすのは当
然と言えよう。したがって、出資者目線（企業支配力）から見たとき、都道府県連のJA、
JA中央会のトップが経営委員会に参加していることはむしろ当然の姿と言えよう・13）。
1.3　農林中央金庫とJAグループの関係　−JAグループ間の資金の流れをみる−
　簡単に述べれば、金融機関では資金調達と与信業務（貸出部門）を一企業（金融機関）
で行い収益を確定することが基本業務と考えられる。農林中央金庫は、農協・漁協、林組
の金融部門から資金調達を受け、業務を行っている。やや粗い説明ではあるが、農・漁協、
林組の投資信託銀行としての役割がその本業と考えてよい。組織図（図１−５）を見て、
農林中央金庫の位置が農・漁協、林組の金融部門と並立させて描かれていることからもわ
かろう・14）。
　まず、簡単に農林中央金庫とJAグループの関係を見ておこう。この関係をとらえるため、
組織図として記したものが図１−５である。
13）・農林中央金庫の経営トップは、経営委員会を含めてJAグループのトップが兼任し、たすき掛け人
事を行っている。このことは特に不思議ではなく、出資機関として当然の事態と言えよう。
14）・この組織図は農林中央金庫ホームページの組織図から再掲した。
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図１－５　農林中央金庫と金融系統組織の係わり
（平成 25 年コーポレートデーターで見たもの 数字は出資者数を示す）
　この図１−５の組織図だけを見ても、農林中央金庫とJAバンクとの関係は掴みにくい。
　さて、農林中央金庫とJAグループ（農・漁協、森組）組織内の資金がどのようになっ
ているのかを理解するため、図１−３を再び見ることにしよう・15）
　図１−３では農協（JA）との係わりの事例を挙げているが、市町村の各JAの集めた貯
金は、農業者の貸出
4 4
とJAの上部機関である都道府県農協（JA信連）への預金（系統預け金）
に振り分けられる。JA信連も貸出を行い、市町村JAからの預け金（貯金）の一部を有価
証券などの投資信託と貸出に振り向け、その残りの資金を系統預け金として「農林中央金
庫」に預けるのである。
　一般に、メガバンクが、預金の大部分をその系列の投資信託金融機関に預けることは考
えにくい。この説明からも分かるように、JAとJA信連の資金運用部門では、市町村のJA
は主に貸出を行い、残りの資金を都道府県JA（JA信連）に預託し、都道府県JA（JA信連）
は貸出も行いつつ、有価証券金銭信託の運用を主として行っているのである・16）。すなわち、
農林中央金庫の資金調達の大部分は、市町村農協（JA）から都道府県農協（JA）に預け
られた預金（組合員・准組合員の預金を一回迂回したもの）を、農林中央金庫に渡してい
15）・この図は、農林中央金庫ホームページのディスクロージャーによる農林中央金庫の業務から引用
した。付言しておきたいのは、これらの情報公開に関しては農林中央金庫法に規定されている。
16）・図１−３では、出典の引用部分では左側の長方形の中に、組合員等（農業者等）と書いてある。
しかし、准組合員の人数の方が多い訳なので、それを意識し、修正して描いた。
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るのである。農林中央金庫ではその大部分を貸出に充ててはいない。その資金を運用して
収益を得ることを本業としている。すなわち、農林中央金庫の銀行としての機能は、投資
信託銀行、投資銀行としての役割が強いと言える。これについては第2章で詳しく見るこ
とにしたい。
　さて、この資金の流れを見て分かるように、収益性から考えれば、JA信連より預託さ
れた資金については、市町村農協の預金利回りより高い収益を渡すことが求められ、信
連から農林中央金庫に渡された預金（市町村から都道府県農協に渡した金額）について
は、更なる高い収益を保証することが求められる。現在、日本では超金融緩和政策がなさ
れ、史上最低の低金利となっている。そのため、あまり資金調達金利を意識しないで、金
融資産の運用が可能となっている。しかし、高金利の時代になれば、農林中央金庫が調達
した資金は、低収益な貸出に回りにくくなりがちであり、勢い有価証券購入や金融派生商
品による信託業務が主業務となる可能性が高いと言える。
　農林中央金庫の被雇用者に経済・金融のスペシャリストが多い理由は、その業務の特殊
性に起因していると言えよう。
２　農林中央金庫の財務データから収益構造の特徴を探る
　ここで、本稿の目的である農林中央金庫の金融業務の特徴を探ることにしよう。まず、
単体ベースの数値を用いて、純粋な意味で農林中央金庫そのものの直接の収益能力を見る
ことにした。農林中央金庫の平成12年度から平成26年度までの純利益と税額の動きを記し
ておこう（図２−１参照）。
　平成20年度にリーマンショックの影響を受け、農林中央金庫では約6000億円の赤字を純
利益として記録した。純利益の主要部分である「資金運用利益」と損益計算書より収益の
主要な部分である有価証券利息配当と貸出利息の部分から、主要な費用である「その他利
図２－１　農林中央金庫の税と純利益の経年変化
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息」と「預金利息」の支払いを、それぞれ関連する部分で差し引いたものを合わせて記し
たものが図２−２である。
　この図２−２からも分かるように、資産運用利益の中で貸出行動の利益の寄与は非常に
低い。農林中央金庫では、有価証券利息配当などの金融信託の利益が、資産運用利益の中
で強い貢献度を有する。ただ、資金運用利益も平成20年度を超えてから低い値に留まって
いたが、最近の平成26年度では復調の兆しを確認できる。
　本章では、ここで言及した特徴を農林中央金庫の資産と負債の保有状況、利益と費用の
性質について詳しく見て、その理由を明らかにすることを試みよう。まず、はじめに資産
保有の状況について見ておくことにしよう。
2.1　農林中央金庫の資産と負債の保有状況について
　ここではJAグループ全体の資産、負債状況を見るために連結ベースの会計データで議
論を進める・17）。1章の図１−２でも示したが、この機関は預金と比して貸出金残高は低く、
残った資金をどのように運用しているかは、資産保有状況に現れていると言える。それを
見るために農林中央金庫の資産保有状況について記したのが表２−１である。この表から
も分かるように、平成26年度末でおよそ59兆円の有価証券を保有していることが分かろう。
金銭信託もあり、現金預け金の項目でJAグループの信用部門との取引もなされている。
17）・連結決算ベースのデータでJAグループの信用・共済事業の資産保有の実態を本当に捉えたことに
なるのかは、まだ検討が必要に思う。
図２－２　農林中央金庫の収益構造（資金運用利益内訳）
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図２－３　農林中央金庫の有価証券保有残高（年度末）
表２－１　農林中央金庫の資産保有状況　（兆円単位）
　その他の農林中央金庫が保有する資産について記したのが、表２−２である。現在では、
その他の資産保有については平成26年度末までの保有状況を見ると、総額で1兆5千億円超
える規模の保有に留まっていることが分かろう。
　農林中央銀行の保持した資産残高の詳細について見ておこう。農林中央金庫の保持した
有価証券の資産は、国債、外国債券が主となっている（図２−３参照）。
表２－２　農林中央金庫の資産保有状況　（10億円単位）
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　この機関が所有する有価証券について詳しく述べれば、国内で購入した外国債券と国債、
海外で購入した資産では、投資信託が26年度末で10兆円を超えており、大きな比重を占め
ている（図２−４参照）。
　農林中央金庫の資産構成から見て、収益の柱は有価証券の中では、外国債券と国債、そ
して投資信託の運用によって収益を確保していることが分かる。なお、会計データの項目
では「有価証券利息配当」という項目があるので、これを資産保有の収益として扱って分
析を試みている。
　つぎに、農林中央金庫が保持した負債残高の特徴について見ておくことにしよう。これ
を連結ベースの決算データから調べて、負債の主要な項目を調べて記したのが図２−５で
ある。
　図２−５で記していない項目の中で、金融機関の負債項目は預金残高と譲渡性預金残高
の金額が極めて大きいので、それを外した形で負債状況を描いている。その場合、負債項
目では、農林債券、受託金、借用金の金額が大きなものとなっている。これに関連したも
のが、収益構造の「費用」に強く表れることになる。
図２－４　農林中央金庫の海外保有資産残高の最近の動向
図２－５　農林中央金庫の負債残高の状況（預金・譲渡性預金を除く）
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2.2　農林中央金庫の収益構造について
　これまで農林中央金庫の資産と負債の特徴から見て、有価証券利息配当金額（有価証券
の残高から収益額を計算したもの）が収益の主要な部分である。そして、経常費用でみれ
ば、正確に述べれば「資金調達費用」が主であり、農林中央金庫の預金利息、農林債の利
息などを合わせたものが費用の主要部分である（図２−６、図２−７参照）。
　以上の結果から、資産保有の状況と収益額、負債状況と費用から、収益率を作成し、費
用の各種利息も記したのが図２−８である。
図２－６　農林中央金庫の経常費用額の変化
図２－７　農林中央金庫の資金調達費用（内訳）の変化
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　農林中央金庫では有価証券の保有によってその収益率は平成20年度まで2〜4.5%を記録
していた。しかし、平成20年度以降は、農林債利回り（利息支払）とほぼ同程度の収益率
に落ちている。費用面では、日本の金融緩和の影響もあり、預金利回り（預金利息支払）
は非常に低位であり、収益増に大きく寄与していると言えよう。
　しかし、民間金融機関と比した場合、有価証券の収益率として、利子・配当収入だけを
狙って資金運用に特化しているのであれば、この運用実績は金融機関として良好とは思え
ない。言い換えれば、現行の超金融緩和の局面でしか利益が取れない事態になっていると
言うこともできよう。
　この原因について探ることにしよう。農林中央金庫が保有した資産の性質、ここでは償
還年数別に、大量に保有している資産残高について、どのような変化が起きているのかを
見よう・18）。前にも述べたが、農林中央金庫が保有する有価証券は、国債、外国債、投資
信託が主である。
図２－８　農林中央金庫の収益構造
農林債利回り、保有証券の収益率、農林中金預金利率の比較
図２－９　保有資産の償還年別保有残高の変化
18）・連結ベースの決算データの資料には、農林中央金庫が保有する信託資産の証券について償還時期
毎の保有金額が記載されている。ここではそれを用いて考察を試みた。
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　この保有資産で「期間の定まらないもの」は、国内の「株式」と外国株式だけである。
すべての資産運用から見ると、農中金の最近の資金運用の方針は1年以内のものと5年〜10
年の償還期間の資産の保有を避けて、1〜5年以内と10年超えの資産保有比率を高めている。
細かく見ると、債券については1年以内のものと10年越えのものの保有を減らし、1〜5年
と5〜10年のものを積極的に購入していることが分かる。投資信託については期間の定め
のないもので運用していることが分かる。
　現在、農林中央金庫は株式と国内の外国債券の保有金額を伸ばし、国債の保有金額を減
らす行動を採っていることは、データから明らかである。
　この機関の保有ポートフォリオの特徴は、長い期間と1年切る金融資産の保有を避けて
中期的な資産運用に特化していることである。
2.3　農林中央金庫の貸出業態の特徴
　つぎに金融機関の本業である与信活動について目を向けておこう。ここでは貸出債権の
状態の中で、リスク管理債権の保有状況について見ておこう。
　この金融機関は、預金規模の割に、貸出業務に量として力を入れていないことは述べた
が、この機関の貸し出す力を測るためにリスク管理債権を見ておく。
　まず、農林中央金庫の取引で、取引銀行としての役割を観察するために、貸付金残高の
動きを見ておくことにしよう。これは平成26年度末で約19兆円を記録している。農家では
貸付金による資金調達によって経済（日々の農作業を含めて）活動がなされている。市町
村の農協の組合員、准組合員の貸付や各種ローンについての動きもここに現れていると言
えよう。
　さて、この農林中央金庫の貸付金については、図２−10に記したように、証書貸付によ
るものが圧倒的であり、平成13年度23兆円を超えた貸付金が最高記録であり、当座貸越と
合わせて26年度末で15兆円超えた金額になっている・19）。
　つぎに、信用供与の状況を見ておくことにしよう。ここでは農林中央金庫の連結ベース
の決算データから総貸出残高を見た。それを図２−11に記したのだが、平成25年度末約20
兆円の貸出残高を記録しているのだが、その大部分は非製造業向けであり、製造業向けは
1.6兆円の貸出残高にすぎない。
19）・手形貸付は銀行では電子化が進んでいるが、農協においてその手立てが進んでいるのかどうかに
ついての考察は、今後の検討課題としたい。
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　つぎに農林中央金庫の総貸出残高の業種別の貸出額と比較して、主にどの産業向けに貸
出を行っているのかについて調べ、それを表２−３に記した。本稿で確認したいことは、
農林中央金庫（JAの信用部門の資金）がどの程度農・林・漁業向けに貸し出しているか
にある。
図２－10　農林中央金庫の国内貸付金残高の推移
図２－11　農林中央金庫の業種別貸出残高の変化
表２－３　総貸出残高に占める業種別貸出比
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図2－12A　平成12年度農林中央金庫の会員と非会員
への貸出金残高の内訳
図2－12B　平成26年度農林中央金庫の会員と非会員
への貸出金残高の内訳
　この表２−３からも分かるように、まず金融保険業への貸出割合は非常に高いことが分
かる。もちろん、連結ベースで見ているので、JAの信用・共済部門も含めて、国内の金
融機関部門への貸出も行っていることも影響し、高い数値であることは容易に想像できよ
う。
　この表で驚くべきことには農・林・漁業向けの貸出残高は減少傾向にあるが、最高値が
1.2%であり、平成26年度では0.3%になっている。結論だけ述べれば、金額ベースで見て、
この機関は貸出部門として農・漁・林業への貸出の役割を全く担っていないと結論づける
ことができる。
　金額ベースで少額ではあっても、農林中央金庫はあくまでも会員向けに資金を提供する
ことが本業であり、その役割を果たしていることも十分考えられる。それを確認するため
に、農林中央金庫の会員と非会員への貸出金残高の比率を平成12年度末と平成26年度末で
比べてみたのが、以下の図２−12Aと図２−12Bである。
　この二つの図からもわかるように、会員で占められた系統団体とその関連産業法人向け
の貸出残高と比べれば、非会員を含む「その他」への貸出が圧倒的な規模になっている。
そして、その比率も年々非会員向けが大きくなっている。
　出資者向けの貸出より、それ以外の貸出が本業となっていることが現れている。上記の
指摘からも分かるように、農林中央金庫は貸出面から見たとき、日本の農・漁・林業の金
融面からの貢献の姿を現行のデータから読み取ることは難しいと言える。
2.4　農林中央金庫のリスク管理債権の仕分けと保有状況について
　さらに、ここで農林中央金庫の貸出業務の特徴を見ておこう。まず貸出債権の中でリス
ク管理債権になったものの内訳について見ておくことにしよう（表２−４参照）。
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　リスク管理債権のほとんどが延滞債権か、もしくは、貸出条件緩和債権に分類されてお
り、破綻先債権と3ヶ月以上延滞債権がほとんど存在しないことが見て取れよう。リスク
管理債権の金額ベースでの経年変化を記したのが、図２−13である。これまで最高額では
総計でおよそ8000億円程度のリスク管理債権を抱えていることが確認できる。そして、年々
リスク管理債権の総額は趨勢として減少傾向にあることが分かるであろう。
　以上、農林中央金庫の資産と負債構成の特徴、収益と費用、貸出の行動の現況について
見てきた。この機関は貸出について、リスク管理については、破たん先債権を持たず、3ヶ
月以上の延滞債権についても保持しないという特徴を有する。すなわち、当該企業へのリ
レーションシップ・バンキング（relationship・banking）の役割が脆弱な金融機関と言える。
　この機関が与信機能からも、資産運用の特化からも、何を目指すのか、すなわち経営目
標が不明確であるように思う。その意味でこの金融機関の批判は免れないように思う。最
後に農林中央金庫の今後の姿について、現在の改革の方向について本論をまとめることに
したい。
表２－４　リスク管理債総額の各項目の割合
図２－13　農林中央金庫のリスク管理債権の推移
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3　農林中央金庫の今後を探る
3.1　農協法改正について
　さて、内閣は農協法改正を2015年4月3日、通常国会に提出し、一部修正のうえ、衆参可
決成立し、修正した改正法は2015年（平成27年）9月4日に公布された。本稿で記した現況
を見直す契機となるからなのか、この改正案はJAグループから大きな批判にさらされた。
それは、現行のJAグループという組織が、今後も金融収益に頼り、農業、漁業の低収益
を温存することがより難しくなったからなのかもしれない・20）。
　ここでは、改正の骨子と、その批判の論点を述べておくことに留めたい・21）。
　この改正を大局的に見れば、経営学で示す「農協組織の企業統治の見直し」と言い換え
ることができる。農協は、農産物の生産から販売までの総合商社の役割から信用・共済業
務までを多角的に網羅している。このたびの、法改正は経営、理事会の業務を組合員、准
組合員に十分開示することを法律で保証することを目指している。
　例えば、旧法では、理事の自己契約等に係わる手続の整備等のところで、利益相反取引
規定の整備をし、組合の行う事業と実質的に競争関係のある事業を営み、これに従事する
ものは当該理事等になってはいけないという競業避止義務に関する規定があった。改正案
では、これを削る代わりに、経営実態の開示を義務づけることにした。
　また、理事会（または経営管理委員会）の承認を要する組合と理事（または経営管理委
員会）との間の取引（間接取引も含む）には、明文の定めが置かれ、取引後の事後報告の
義務についての定めが設けられた。すなわち、理事会（経営管理委員会）の行動の開示義
務が課されたのであった。組合に多数の出資者が存在し、その組織の経営責任者が経営実
務について開示を義務づけることによって、その経営者の自由度を高めながら、経営責任
を明確にすることが、この改正の目的と言えよう。
　改正法では、旧法の「営利の目的としてその事業を行ってはならない」ということを見
直し、組織目的に農業所得の増大を記している。旧法では、農・漁協、森組は出資によっ
て設立されているので、その出資に見合う配当を意味するものではないことを表すため、
営利目的を戒める内容を含めて記していた。しかし、組合員の農業の主力である米でも生
産性が低い上、准組合員の金融サービス（共済事業）で収益を確保している問題点が浮か
び上がり、金融を中心にした収益の性質上、経営責任の明確化が求められる事態となった。
20）・農協法改正については明田［5］を参照して、議論を進めている。明田氏の議論によれば、現行の
組織を法律で規定し、新しい組織運営を縛ることではなく、農協組織の自由度を高める法が必要と
述べ、それが農協法第一条の「農業者の協同組織の発達を促進する」という目的に合致すると結論
づけている。
21）・メディアでは、この改正は日本の農業への外資導入を容易にし、安全保障の観点から見て改悪で
はないかという意見も存在する。
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この度はそれに対応した改正と解することができる。
　組合加入者の利益配分のバランスという意味では、組織（企業）統治という視点が重要
である。特に、組合員の保有する資産である農地が転用されて、収益化されていくことを
看過できない・22）。また、ケインズの言う労働の限界生産物の増大が実質賃金の増加につ
ながるのであれば、所得の増大を目指すことを法律に謳うことは、農業の生産性の向上を
図ることと同義である。
　共同組合としての農協は、2016年批准を控えるTPPという外圧にどのように対していく
のか、組合員にその答えを提供することが求められている。協同組合の加入者が判断すれ
ば良いという卑近な意見で、国税を投入し、西欧のような所得保障に切り替えることを目
論むならば、なぜ農業の生産性が低いのかという、国民への説明責任は絶えずつきまとう
ことになろう。企業が被雇用者所得を増大させるとき、それは十全な利益を確保している
ことが必要条件である。農業が国に必要不可欠な産業であり、保護を必要としても現在の
国の財政状況から見て、いままでのような説明責任の回避は許されるものではない。
　この法律改正の骨子は、組合という組織の利益追求から、組合員、すなわち農業従事者
の利益確保へと、農協の組織運営の変更を求めたことにある。
　また、改正によって信用
4 4
・共済事業を除く
4 4 4 4 4 4 4
組合が、新たに株式会社へ組織変更すること
が可能になった。組合の分割（新設分割と吸収分割）についても、信用・共済事業につい
ては認めないので、現状の組合の金融収益の部分は保全されることに配慮したものになっ
た。
　組織変更の改正で興味深い点は、組合が法人格の同一性を維持しつつ、別の法形態の法
人になることを４つに限定していることにある。
　　１．株式会社への組織変更
　　２．一般社団法人への組織変更
　　３．消費生活協同組合への組織変更
　　４．医療法人への組織変更
　下に記された３、４の二つは、小売・流通、医療の分野であり、市場の裾野が大きく、
農業の六次産業化という方針が見える改革である・23）。もちろん、小売・流通に関しては、
都道府県の区域を超える地区とする農業協同組合を除くという条件、医療に関しては病院
等を開設する場合に限るとあり、その意味でかなり限定した条件となっている。
　金融面（信用・共済事業）で見たとき、この改正の大きな変化は、農業中央会制度の廃
22）・農家であることを認定されれば、農地を資産目的で保有する場合には、不動産資産の中で非常に
低廉な保有コストで維持可能となる。天尾［2］では、p.316の脚注11）参照。
23）・農業従事者達が、農業生産の組合を設立し、農産物の販売を本業としたいと考えたとき、この組
織変更の認可は意味を持つ。
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止である。法施行後、３年６ヶ月の間に、都道府県農業協同組合中央会は農業協同組合連
合会に、全国農業協同組合連合会は一般社団法人に移行することができるとされた。これ
により、市町村JAからの資金は、すべて全国農業協同組合連合会に集められることになる。
連合会が規模の経済性を活かした資金運用をすること、連合会から農林中央金庫に、これ
までの如く、その資金を信託する事態が想定される。
　農林中央金庫法では、金融機関の法制度を意識したものとなっているが、農協法の改正
では、信用事業を行う農業協同組合および一定規模以上の農業協同組合連合会で、会計監
査人の設置を義務づけることになった・24）。
3.2　農林中央金庫の顧客サービスとは何を意味するのか
　ここまで、本稿ではこの機関は、農業部門への貸出が非常に低位であり、JAグループ
で保有する資金で運用した利益をJAグループに提供することがその業務の核となってい
ることを述べた。
　ここで農林中央金庫の顧客サービスとは何を意味するのかについて考えることにしたい。
これは、現在、日本政府が、2015年にTPP（Trans-Pacific・Partnership:環太平洋戦略的経
済連携協定）・25）をまとめ、米以外の農産物の大部分の関税が低率になり、価格競争から見
て、農協改革はいよいよ待ったなしの状況になっているからである。
　農協改革の大きな方針として、組合員より人数の多い准組合員の存在をどのように扱う
かという視点がある。これは農林中央金庫の設立趣旨と同じく、日本の農協は「農業者の
共同組織」であるが、准組合員の存在をどのように扱い、利益の面で公平扱うのかという
ことである。少なくとも、信用、共済サービスについては、その性質は金融・保険業（信
用・共済事業）であり、組合員、准組合員という区別で差が生じるといった事態は、看過
できない問題と言えよう。
　農協の実物経済の業務として、あえて「農業」を本業として捉えた場合、マクロ経済で
見れば米の生産に特化した生産構造を有したままであると言える。協同組合を一つの会社
組織として見た場合に、利益を獲得する上で、採算部門として生産部門より、金融部門が
収益の大きなウエィトを占める。その意味で、その重要な顧客が准組合員なのである。す
なわち、農・林・水産業の生産性が減退すればするほど、実物部門での農協の利益が薄く
なる。そのため、それを補うためにさらに金融部面で収益増を目論む。結局、准組合員か
ら資金（預金）を集めることに精を出すのである。それは、農業の生産活動と関係の薄い
24）・それ以外の出資組合については任意なものとして定款に定めるところにより会計監査人を置くこ
とをできるものとした（32条の2）。
25）・外圧によって、農協改革を求められる背景や日本農業の実情については、天尾［2］pp.312-16参照。
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准組合員の利益の貢献度を増す事態になり、最終的に農協の存立の意味そのものを希薄に
するのである・26）。
　TPPが批准され、実効段階に移されるとき、もし農業部門で生産性の向上がなされなけ
れば、農業向けの貸出も減退することになる。JAグループは農林中央金庫の金融部門へ
一層資金シフトを進め、農林中央金庫は、その期待に応えるべく、収益増を目指し、危険
資産の投資の動きはさらに活発化することになろう。
　今回、TPPで、注目を逸れているが、アメリカのサービス産業の本丸である金融・保険
業が農林中央金庫をはじめとするJAの信用・共済事業を「非関税障壁」の本丸として狙
いを定めてきた。これは、JAグループの信用・共済事業は、農業者だけでなく、非農業
部門の消費者を准組合員として取り込んでいて、競争条件として公平ではないという主張
であった。しかし、幸いにも、そのような動きは回避されたが、今からこの障壁への批判
をかわす努力をしなければならないように思う。
　例えば、本稿でも間接的に述べることになったが、農協の収益の基本構造は、部門別損
益で見たとき、営農指導と農業関連事業の赤字を金融・共済事業の黒字で補っていること
がその特徴である・27）。政府は、2015年5月14日に首相答弁でこの基本方針をとりあえず堅
持する方針を打ち出した・28）。本稿では、農協が金融・共済事業の主要な顧客である非組
合員を今後、どのように遇していくのかを考えるため、以下にその将来の基本方針を吟味
することにしよう。
3.3　農協本体の正組合員と准組合員の扱いに関して
　前節で記したように、政府は農協の姿を5年という期限で改革の進捗を区切られた形で
点検する方針を採ることにした。では、農・漁協、林組は正組合員と准組合員の扱いを今
後どのようにしたいと考えているのであろうか。それをここでは見ておく。
　まず、基本方針だけを述べれば、平成27年の国会で安倍晋三首相の答弁を引き出し、農・
26）・橋本寿朗は、農業の非生産性を描くときに、農産物の持つカロリーとそれらの生産に消費するエ
ネルギー（カロリー換算したもの）とを比較して、日本の農業の困難さを描いている。橋本［7］参照。
27）・農・漁協の経営者から見た「農協改革」の方針については、斉藤［3］　pp.2-3参照の文章は准組合
員の扱いについて非常にコンパクトに示している。
28）・安部首相は、「農協はあくまでも農業者の共同組織であり、准組合員へのサービスのため、正組合
員である農業者へのサービスがおろそかになってはなりません。一方で、農協は、過疎化、高齢化
等が進行する農村社会において、実際上、地域のインフラとしての側面を持っているのも事実です。
こうしたことも踏まえ、今回の法案では、准組合員の利用規制について、5年間、正組合員と准組
合員ごとの利用量や地域におけるサービスの状況を把握し、今回の農協改革の成果を見きわめた上
で結論を得ることとしたものであります」（筆者黒字強調）として、先送りの議論として答えている。
斉藤［3］　p.2より引用。
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漁協、林組（JAグループ）では組合員の便宜を考慮した上で、准組合員へのサービスを
考慮することを認める方針を打ち出した。そうした方針を考慮し、農・漁協、林組は、行
う事業に関して、正組合員と准組合員の便益供与の場合分けについて以下の二つを規範と
して考慮することにした。
１．准組合員へのサービスに、農・漁協でより多くの質の高い経営資源を配分したため、
農業者（組合員）向けの資源配分に格差が生じる場合
２．組合員が利用する施設や事業量には上限があって、准組合員が利用することで組合
員が利用できなくなる場合
　第1の意見の骨子は、農業者（組合員）重視のサービス提供のために、何を行うのかと
いう視点である。准組合員向けサービスへの資源配分の増大は、農業生産など組合員に係
わる事業が赤字であり、それを補填しているのが准組合員の事業である。この准組合員向
けの事業を堅持することがやむをえないという現状維持の方針を導くことになった。
　第2の意見についても准組合員が施設や事業に参加してくれることで、経済合理性が働
き、規模の経済性の発揮により、経営資源の再投入により、質の上昇とともに使用価格が
安くなり、組合員にもその恩恵が与えられる。その意味で准組合員への事業に経営資源の
配分を増大させる施策を続けることになった。
　言い換えれば、JAグループ（農・漁協）は、政府の答弁で組合員の利益を保護するため、
遅きに失した感はあるが、准組合員をより考慮し経営策を講じることを目指すことになっ
た。
　2015年の農協法の改正では、JAグループの収益事業の中心である信用・共済事業の事
務負担軽減により農業者（組合員）向けの事業力の強化を図ることにした。そして、准組
合員が地産地消によるJA農産物購入、様々な形で農作業を行い地域農業に積極的に係わ
り、農業者（組合員）に収益増の効果を与えることを提唱した。
　例えば、農協は農作業本体の受託などの支援を農業者に行っているが、これを准組合員
が直接農家で農作業を手伝うことや、農協が耕作放棄地などを利用して、貸農園や農業体
験が可能な農場を作り、准組合員がそこで農作業に係わることも企画している。その施策
が生産性の向上につながるのかの結論は、いまだ不明と言え、今後の研究課題としたい。
まとめにかえて
　農協・漁協、森組は、作られた歴史的経緯などもあって・29）、共同組合という組織が一
29）・例えば、農協の設立に関しては第二次世界大戦の戦時統制経済の影響が色濃く反映している。単に、
この組織は、組合員の利益最大化だけを目指したものではなく、国民全体の食料自給などのマクロ
経済目標を果たすことを目論んでいた。天尾［2］p.323参照。
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方的にサービスを提供するだけの機関ではない。共同組合は組合員
4 4 4
の相互扶助
4 4 4 4
を理念とし
ており、この組合員には正、准が含まれている。その意味で、農協の基本理念は、農業と
いう産業を正組合員、准組合員で支えることが必要と考えているのである。農協がなぜ国
民に財政支援を容易に要求できるのかと言えば、この基本方針を形式上堅持しているから
である。
　農協は、TAC（Team・for・Agricultural・Coordination）という地域農業の担い手に出向
くJA担当者を配置し、農業に係わる生産指導から農業経営ならびに農家の財務会計の指
導に取り組む「改革」に勤しんでいる・30）。組合員の本業についても、JAバンクの収益構
造の姿を理想として掲げている嫌いがあるが、この業態が本当に目指すべき姿なのかは、
今後の研究でさらに検討を加えることにしたい。ここでは押さえていないが、今後の研究
課題を述べておく、まずJAグループの資金の流れと農林中央金庫の資金貸出、資金運用
などの行内の統計データを揃えることができた。これを金融マクロ経済データと対照させ、
統計学、計量経済学を用いて、JAグループの資産運用の特徴を捉えることが、研究課題
となる。地方銀行・地域銀行の再編にともないJAグループの信用・共済業務のあり方も
見直されることが予想される。その意味からも、新時代のJAグループだけではなく、日
本の金融制度を検討する意味で、この研究は有益であると考えている。
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